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回次
第51期

第３四半期累計期間
第50期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （千円） 4,541,010 5,992,188

経常利益 （千円） 376,926 482,609

四半期（当期）純利益 （千円） 256,242 338,551

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 74,750 74,750

発行済株式総数 （株） 2,220,000 111,000

純資産額 （千円） 3,547,990 3,371,395

総資産額 （千円） 4,892,994 4,837,312

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 123.37 163.00

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － 1,000.00

自己資本比率 （％） 72.5 69.7

回次
第51期

第３四半期会計期間

会計期間
自2022年10月１日
至2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 51.19

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は、第50期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第50期第３四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

５．当社は、2022年10月18日開催の取締役会決議により、2022年11月18日付で普通株式１株につき20株の割合で

株式分割を行っております。第50期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）

純利益を算定しております。
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２【事業の内容】

　当社は、従来、事業領域を金融事業、産業流通事業及び社会公共事業の３つのサービスラインに区分しておりまし

たが、第１四半期会計期間におきまして、新たにＩＴイノベーション事業を追加し、事業領域を４つのサービスライ

ンとしております。

　ＩＴイノベーション事業は、地銀・信金、保険、クレジット、産業流通、総合情報サービスの各分野のシステム全

体を支えるフロントシステムエンジニア（注１）として、システム全体の見積り、業務支援アプリケーションパッケ

ージの設定、オンプレミスシステム（注２）及びクラウドシステムのインフラ構築、プロジェクトマネージメントの

サービス事業を、顧客であるエンドユーザや国内ITメーカ、大手システムインテグレータからの受託開発、運用保守

を中心に展開しております。

当サービスラインは、以下の分野で構成しております。

＜地銀・信金分野＞　　　　サーバ環境の維持保守、投資信託システムの開発、保守

＜保険分野＞　　　　　　　生命保険業務（簡保）の開発、保守

＜クレジット分野＞　　　　クレジットカードシステムの開発、保守

＜産業流通分野＞　　　　　サーバ環境の運用保守、クラウド環境の基盤構築

＜総合情報サービス分野＞　サーバ環境の構築、携帯OSの開発、保守

（注）１．フロントシステムエンジニアとは、ユーザーの要望を的確に把握し、ITの技術をどう活かせば要望を満

たせるかユーザーと一緒に考え、システム導入に向けユーザーと一緒にプロジェクトを推進していくエ

ンジニアをいいます。

２．オンプレミスシステムとは、サーバやソフトウェアなどの情報システムを、使用者が管理している施設

の構内に機器を設置して運用することです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、当社は、前第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間と

の比較分析は行っておりません。

（1）財政状態の状況

（資産）

当第３四半期会計期間末における流動資産は4,291,088千円となり、前事業年度末に比べ83,799千円増加いた

しました。これは主に現金及び預金が132,678千円、仕掛品が47,827千円増加した一方、受取手形、売掛金及び

契約資産が128,262千円減少したことによるものであります。固定資産は601,906千円となり、前事業年度末に比

べ28,117千円減少いたしました。これは主に投資その他の資産が26,827千円減少したことによるものでありま

す。

この結果、総資産は、4,892,994千円となり、前事業年度末に比べ55,682千円増加いたしました。

（負債）

当第３四半期会計期間末における流動負債は675,606千円となり、前事業年度末に比べ124,792千円減少いたし

ました。これは主に賞与引当金が141,951千円減少したことによるものであります。固定負債は669,398千円とな

り、前事業年度末に比べ大きな増減はありませんでした。

この結果、負債合計は、1,345,004千円となり、前事業年度末に比べ120,912千円減少いたしました。

（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産合計は3,547,990千円となり、前事業年度末に比べ176,594千円増加い

たしました。これは主に四半期純利益256,242千円及び剰余金の配当103,850千円によるものであります。

この結果、自己資本比率は72.5％（前事業年度末は69.7％）となりました。

（2）経営成績の状況

当第３四半期累計期間における国内経済は、官民一体となって取り組んできた新型コロナウイルス感染症対策の

成果により、ウィズコロナの下で各種政策の効果もあり、景気は持ち直しの動きが見られました。一方、世界的な

金融引締め等が続いており、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクや、急速な円安・物価上昇によ

る企業の設備投資姿勢の慎重化や消費者の消費意欲の減退が、景気回復の抑制要因となることが懸念されました。

当社が属する情報サービス業界においては、設備投資に持ち直しの動きがみられ、ソフトウェア投資も緩やかに

増加しております。また、アフターコロナを見据えた事業構造の変革や競争力の強化を狙うＤＸ（デジタルトラン

スフォーメーション）推進の流れは益々加速しており、中長期的にも市場規模の拡大が期待されております。

こうした環境のもと、当社はクラウド、ＡＩ、ビッグデータ、ロボティクスなどのＤＸ関連事業を成長の柱とす

る中期経営計画を推進しており、不足する人財を確保するために第１四半期会計期間より中途採用へのアプローチ

を強化するとともに、ＤＸ人財の教育育成にも力を入れ、早期に戦力化することに全力をあげております。また、

既存顧客とのパートナーシップの強化による当社事業領域の拡大及び顧客満足度の向上に努め、ＤＸ関連分野を始

めとする新分野に係る案件獲得に、引き続き努めてまいりました。

この結果、当第３四半期累計期間の経営成績は、売上高4,541,010千円、営業利益362,352千円、経常利益

376,926千円、四半期純利益256,242千円となりました。

なお、当社は、システムインテグレーションサービス事業の単一セグメントであるため、事業戦略上の事業領域

である「金融事業」、「産業流通事業」、「社会公共事業」及び「ＩＴイノベーション事業」の４つのサービスラ

イン別に業績の概要を記載しております。
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当第３四半期累計期間

（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

前年同期比（％）

売上高 （千円） 4,541,010 －

金融事業 （千円） 1,851,434 －

産業流通事業 （千円） 1,280,101 －

社会公共事業 （千円） 1,046,699 －

ＩＴイノベーション事業 （千円） 362,774 －

営業利益 （千円） 362,352 －

経常利益 （千円） 376,926 －

四半期純利益 （千円） 256,242 －

当社のサービスライン別の業績を示すと、次のとおりであります。

(a) 金融事業

金融事業は、地銀・都銀、取引所、保険、証券、クレジットの各分野のソフトウェア設計開発及び運用保

守を中心に事業を展開しております。

引続き主力である地銀・都銀分野での受注拡大に注力しつつ、引き合い件数が増加している保険分野での

新規案件の受注獲得にも尽力し、両分野を中心として堅調に推移しております。

この結果、売上高は1,851,434千円となっております。

(b) 産業流通事業

産業流通事業は、産業流通、マイコン、医療の各分野のソフトウェア設計開発及び運用保守を中心に事業

を展開しております。

期初においては半導体不足等により、マイコン分野、医療分野において案件の遅延や減少などの影響があ

りましたが、徐々に状況は改善してきております。一方、主力である産業流通分野につきましては流通シス

テム案件・自動車関連システム案件、医薬システム案件を中心に堅調に推移しております。

この結果、売上高は1,280,101千円となっております。

(c) 社会公共事業

社会公共事業は、社会基盤（電力ＩＣＴ等）分野、メディア情報分野、公共分野、文教・教育系分野のソ

フトウェア設計開発及び運用保守を中心に事業を展開しております。

主力である電力ＩＣＴ分野・社会インフラ分野・電力系統分野につきましては堅調に推移いたしました

が、公共分野において得意先の入札結果の低迷や、メディア情報分野においての業容拡大の停滞等の影響を

受け、事業全体としては鈍化いたしました。

この結果、売上高は1,046,699千円となっております。

(d) ＩＴイノベーション事業

ＩＴイノベーション事業は、システム全体を支えるフロントシステムエンジニアとして、受託開発、運用

保守を中心に事業を展開しております。

第１四半期会計期間より追加しておりますサービスラインになります。地銀・信金分野を中心に、クラウ

ドシステムのインフラ構築案件等、確実な受注ができていることにより堅調に推移しております。

この結果、売上高は362,774千円となっております。

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。

（4）経営方針・経営戦略等

当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。
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（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

（6）研究開発活動

該当事項はありません。

（7）経営成績に重要な影響を与える要因

当第３四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありません。

（8）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社は、安定して継続的な営業活動を行うために必要な手元流動性を確保した上で、営業活動から生み出される

キャッシュから資金配分することを基本方針としております。

主な資金需要は、労務費、外注費並びに経費等の支払いを目的とした運転資金となります。これらにつきまして

は、基本的に営業活動によるキャッシュ・フローや自己資金を充当しておりますが、資金調達が必要な場合には、

案件の都度、金融機関からの借入による資金調達の検討を行っております。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,220,000 2,220,000 非上場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 2,220,000 2,220,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高（千円）

2022年11月18日

（注）
2,109,000 2,220,000 － 74,750 － 24,750

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）株式分割（１：20）によるものであります。

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　143,000 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,077,000 20,770

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 2,220,000 － －

総株主の議決権 － 20,770 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2022年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社オービーシステム
大阪市中央区平野町二丁

目３番７号
143,000 － 143,000 6.44

計 － 143,000 － 143,000 6.44

②【自己株式等】
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数
（株）

就任
年月日

取締役

管理本部長
杉本　繁治 1957年３月21日生

1979年４月　当社入社

2007年４月　当社執行役員

金融グループ事業部長

2008年４月　当社常務執行役員

金融第１事業部長

2012年４月　当社常務執行役員　大阪統括担当

兼大阪第２事業部長

2016年４月　当社常務執行役員　第４事業部長

2020年４月　当社経営企画部長

2021年７月　当社執行役員　管理本部長

2022年７月　当社取締役　管理本部長（現任）

（注）１ 1,000
2022年

７月１日

取締役 白石　徹 1957年10月25日生

1982年４月　大和証券株式会社入社

2000年４月　マネックス証券株式会社入社

2003年11月　みずほ証券株式会社入社

2015年７月　Ｓコンサルティング有限会社

代表取締役（現任）

2015年９月　株式会社ティーネットジャパン

取締役（監査等委員）(現任）

2016年６月　株式会社インプレスホールディング

ス 取締役（現任）

2018年11月　株式会社セレコーポレーション

監査役（現任）

2021年４月　株式会社バンカーズ・ホールディン

グ 取締役（現任）

2022年７月　当社取締役（現任）

（注）１ －
2022年

７月１日

取締役 堀野　桂子 1981年８月13日生

2005年10月　弁護士登録

　　　　　　北浜法律事務所（現弁護士法人北浜

法律事務所）入所

2013年１月　北浜法律事務所・外国法共同事業

（現弁護士法人北浜法律事務所）

パートナー（現任）

2021年５月　株式会社メディカル一光グループ

取締役（現任）

2023年１月　当社取締役（現任）

（注）２ －
2023年

１月18日

(2) 退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役 山口　要介 2022年11月30日

(3) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率
男性10名　女性１名（役員のうち女性の比率9.1％）

２【役員の状況】

　前事業年度に係る定時株主総会終了後、当四半期累計期間及び当四半期報告書提出日までにおける役員の異動は、

次のとおりであります。

(1) 新任役員

（注）１．2022年11月18日開催の臨時株主総会の終結の時から、就任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までであります。

２．2023年１月18日開催の臨時株主総会の終結の時から、就任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までであります。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第204条第６項の規定に基づき、第３四半期会計期間

（2022年10月１日から2022年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に

係る四半期財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2022年３月31日）

当第３四半期会計期間
（2022年12月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,208,277 3,340,955

受取手形、売掛金及び契約資産 940,576 ※　　812,314

仕掛品 18,364 66,192

その他 40,069 71,625

流動資産合計 4,207,288 4,291,088

固定資産

有形固定資産 14,340 15,651

無形固定資産 18,993 16,392

投資その他の資産 596,691 569,863

固定資産合計 630,024 601,906

資産合計 4,837,312 4,892,994

負債の部

流動負債

買掛金 238,275 207,447

未払法人税等 77,975 519

賞与引当金 255,484 113,532

プログラム保証引当金

受注損失引当金

20,765

－

12,591

1,404

その他 207,898 340,112

流動負債合計 800,398 675,606

固定負債

退職給付引当金 132,465 117,699

長期未払金 500,000 500,000

資産除去債務

その他

33,052

－

33,056

18,643

固定負債合計 665,517 669,398

負債合計 1,465,916 1,345,004

純資産の部

株主資本

資本金 74,750 74,750

資本剰余金 59,515 59,515

利益剰余金 3,109,819 3,262,212

自己株式 △57,915 △57,915

株主資本合計 3,186,169 3,338,562

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 185,226 209,428

評価・換算差額等合計 185,226 209,428

純資産合計 3,371,395 3,547,990

負債純資産合計 4,837,312 4,892,994

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

当第３四半期累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年12月31日）

売上高 4,541,010

売上原価 3,781,199

売上総利益 759,811

販売費及び一般管理費 397,458

営業利益 362,352

営業外収益

受取利息 33

受取配当金 9,490

助成金収入 4,265

その他 784

営業外収益合計 14,574

経常利益 376,926

税引前四半期純利益 376,926

法人税、住民税及び事業税 43,200

法人税等調整額 77,484

法人税等合計 120,684

四半期純利益 256,242

（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】
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【注記事項】

（追加情報）

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の追加情報に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広

がり方や収束時期等を含む仮定に重要な変更はありません。

前事業年度
（2022年３月31日）

当第３四半期会計期間
（2022年12月31日）

受取手形 － 1,318千円

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会

計期間末日残高に含まれております。

当第３四半期累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年12月31日）

減価償却費 8,653千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月22日

定時株主総会
普通株式 103,850 1,000 2022年３月31日 2022年６月23日 利益剰余金

（株主資本等関係）

当第３四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．配当金支払額

（注）2022年11月18日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当額」

につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

　当社は、システムインテグレーションサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当第３四半期累計期間

（自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日）

金融事業 （千円） 1,851,434

産業流通事業 （千円） 1,280,101

社会公共事業 （千円） 1,046,699

ＩＴイノベーション事業 （千円） 362,774

顧客との契約から生じる収益 （千円） 4,541,010

その他の収益 （千円） －

外部顧客への売上高 （千円） 4,541,010

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

財又はサービスのサービスライン別の売上収益

当第３四半期累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純利益 123円37銭

（算定上の基礎）

四半期純利益（千円） 256,242

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 256,242

普通株式の期中平均株式数（株） 2,077,000

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2022年11月18日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っております。当事業年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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